
都市計画法に基づく開発許可の基準に関する条例の制定について
１．制定趣旨
平成１２年の都市計画法（昭和43年法律第100号。以下「法」という。）の改正により、全国的に確保すべき基準として国が都市計画法施行令（以下「令」という。）で一律に定めていた開発許可の技術的基準を、地域の実情に応じて条例で強化又は緩和することが可能（法第３３条第３項）であり、また良好な住居等の環境の形成又は保持のため必要と認める場合、建築物の敷地面積の最低限度に関する基準を定めることが可能（法第３３条第４項）となっています。

このため、市では、主として自己の居住の用に供する住宅の建築の用に供する目的で行う開発行為以外の開発行為に関し必要事項を定める、四街道市都市計画法に基づく開発許可の基準に関する条例（以下「条例」という。）の制定を進めています。
２．制定スケジュール

　　平成２５年１１月　パブリックコメント　※11/1（金）～12/2（月）
　　平成２６年　１月　都市計画審議会への説明
　　　　　　　　３月　議会への議案上程
　　　　　　　１０月　条例施行
３．四街道市都市計画法に基づく開発許可の基準に関する条例（素案）
（趣旨）

第1条 この条例は、都市計画法（昭和４３年法律第１００号。以下「法」という。）に基づく本市の都市計画における、主として自己の居住の用に供する住宅の建築の用に供する目的で行う開発行為以外の開発行為に関し、法第３３条第３項及び第４項の規定に基づき、開発許可の基準に関し必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第2条 この条例における用語の意義は、法及び都市計画法施行令（昭和４４年政令第１５８号。以下「令」という。）の例による。

（技術的細目に係る制限の強化）

第3条 法第３３条第３項の規定により条例で定める技術的細目に係る制限の強化は、次に掲げるものとする。

(1) 令第２５条第２号本文に規定する道路が小区間で通行上支障がない場合の幅員の最低限度は６メートルとする。

(2) 令第２５条第６号及び第７号本文に規定する開発区域の面積が３，０００平方メートル以上となる場合の設置すべき公園、緑地又は広場の合計面積は、その開発区域の面積に対する割合の最低限度を６パーセントとする。

（敷地面積の最低限度）

第4条 法第３３条第４項の規定により条例で定める敷地面積の最低限度は、主として住宅の建築の用に供する開発行為にあっては、次に掲げるものとする。

(1) 市街化区域　１５０平方メートル

(2) 市街化調整区域　１６５平方メートル

２ 前項の規定にかかわらず、主として住宅の建築の用に供する開発行為で、当該開発行為区域内に３宅地以上配置しようとする場合にあっては、１宅地に限り、次に掲げるものとする。

(1) 市街化区域　１３５平方メートル

(2) 市街化調整区域　１５０平方メートル

３ 前２項の規定は、四街道市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例（平成６年条例第２６号）の規定により建築物の敷地面積の最低限度が定められている区域においては、適用しない。

（委任）

第５条　この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。
附　則

（施行期日）

１　この条例は、平成２６年１０月１日から施行する。

（経過措置）

２　この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前に、法第３２条の規定による協議（当該協議に係る書類を受理したものに限る。）があった開発行為で、施行日以後に法第２９条第１項の許可申請がされたものについては、この条例の規定は適用しない。ただし、施行日から起算して１年を経過した日以後にされた当該許可の申請については、この限りでない。
